
連携者数
（H29の数値

※変化がある
場合のみ記入）

連携先
（H29から無くなった連携先は青字）
（H30から増えた連携者先は赤字）

人数
正規
職員

任期付
職員

非常駐
職員
※3

テーマ数
（H29の数値

※変化がある
場合のみ記入）

内容
（H29で終了となったテーマは青字）

（H30からの新規テーマは赤字）
（各テーマの後ろに「該当年/研究期間（年数）」を表示）

合計予算額
（H29の予算額

※変化がある場合のみ記入）
※単位：千円

数 内容

青森
（国研）海洋研究開
発機構（JAMSTEC）

4 青森県、八戸市、八戸工業大学、アイピー倶楽部 0 0 0 0 2
・参加型マイクロプラスチック環境教育国際プログラム（2/3）
・深海域におけるコンクリートの経年劣化の評価研究（2/8）

1,460
（2,490）

宮城
（国研）水産研究・教
育機構（旧水研セン
ター）

4
宮城県、気仙沼市、気仙沼水産研究連携協議会、水
産庁

- - - - 0 0

山形
（国研）国立がん研究
センター

6
（4）

慶應義塾大学先端生命科学研究所、（公財）庄内地
域産業振興センター、山形県、鶴岡市、㈱細胞科学研
究所、大日本住友製薬㈱

12 2 10 0
4

（2）

・代謝物解析研究（3/5）
・がん遺伝子産物解析研究（3/5）
・細胞培養用培地研究（1/3）
・抗がん剤応用研究（1/1）

212,814
（300,566）

福島 ― 9

福島県、経済産業省、大学・研究機関、企業、公益財
団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構、
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤ
Ｏ）、無人航空機関連団体（JUAV,JUIDA,JUTM）

0 0 0 0 - - -

新潟
（国研）医薬基盤・健
康・栄養研究所

2 新潟県、南魚沼市 - - - - 1 ・腸内細菌叢と生活習慣病発症の関連に関する研究（2/5）
13,523

（10,652）
1

・研究連携事業として、南魚沼市民を対象
としたサンプルデータの採取及び食事内
容や生活習慣等の調査を実施
〔研究従事者〕研究所＝16人・南魚沼市＝
1人・新潟県＝3人

富山
国立医薬品食品衛
生研究所

4
（5）

製薬企業、慶應義塾大学、富山大学、（独）医薬品医
療機器総合機構（PMDA）、富山県薬事総合研究開発
センター

21
（20）

14
（13）

7 0 1
・生薬の公的な規格・基準の設定のための成分分析法の確立及び分
析試験（3/6）

3,000

石川
（国研）情報通信研
究機構（NICT）

8

（一社）石川県情報システム工業会（ＩＳＡ）、北陸先端
科学技術大学院大学、総務省、経済産業省、石川県
産業創出支援機構、いしかわ農業総合支援機構、石
川県工業試験場、石川県

28
（21）

3
21

（18）
4

（0）
- - -

福井
（国研）理化学研究
所（理研）

3
（公財）若狭湾エネルギー研究センター、福井県立大
学、福井県

3 0 0 3 3
・ＳＩＰ育種体系の確立研究（5/5）
・真菌類の品種改良研究（3/3）
・変異誘発技術の研究（2/5）

35,348
（31,828）

福井
（国研）水産研究・教
育機構（旧水研セン
ター）

6
（5）

福井県農林水産部水産課、福井県水産試験場、福井
県立大学、福井県立若狭高等学校、福井中央魚市株
式会社、その他漁業者等

- - - - 1 ・トラウトサーモン養殖技術（3/3）
43,124

（32,377）

研究機関のモニタリング指標によるフォローアップ調査※1
（平成30年度分（平成30年4月1日～平成31年3月31日までの分））

0 0
10,308
(7,586)

移転先の職員配置数※2
（H29の数値の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他

移転
地域

移転機関の連携者数
（共同研究・試験等のための連携者数）※2

対象機関

共同研究等のテーマ数※2

石川
（国研）産業技術総
合研究所（産総研）

17
（14）

石川県内の企業・大学、石川県産業創出支援機構、
石川県工業試験場、石川県

・高効率熱電変換素子の評価（1/1）
・超硬合金の強度向上と評価方法（1/1）
・太陽電池モジュールの屋外評価（1/1）
・金属粉末焼結技術の実用化（1/1）
・合成粘土鉱物によるコーティング剤開発（1/1）
・低比重・低凝着性金型材料の開発（2/2）
・工作機械のスマートモニタリングシステム（3/3）
・超高張力鋼板塑性加工金型用硬質膜の実用化（2/2）
・合成酵素の改良デザイン（2/3）
・ナノスケール表面反応現象（2/3）
・X線残留応力測定用X線源（2/3）
・地中採熱システムの最適化およびポテンシャル評価（2/3）
・バイオ燃料電池用アノード電極の高度化（3/3）
・次世代テラヘルツ波光源の出力性能評価（1/2）
・熱電冷却モジュールの性能評価（1/1）
・リチウムイオン電池用負極材料の研究開発（1/2）
・CFRTP製品の製造技術開発（1/3）
・ナノマテリアル量産化用プラズマ装置の開発（1/3）
・高活性金属鋳造用砂型AM造形の可能性調査（1/1）
・洗浄ファインバブルに関する技術コンサルティング（1/1）
・疼痛および血流の改善に関する技術アドバイス（1/1）

3 1
自動走行等を活用した端末交通システム
の社会実装実証

3
16

（13）

別紙２



連携者数
（H29の数値

※変化がある
場合のみ記入）

連携先
（H29から無くなった連携先は青字）
（H30から増えた連携者先は赤字）

人数
正規
職員

任期付
職員

非常駐
職員
※3
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（H29の数値
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場合のみ記入）

内容
（H29で終了となったテーマは青字）

（H30からの新規テーマは赤字）
（各テーマの後ろに「該当年/研究期間（年数）」を表示）

合計予算額
（H29の予算額

※変化がある場合のみ記入）
※単位：千円

数 内容

移転先の職員配置数※2
（H29の数値の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他

移転
地域

移転機関の連携者数
（共同研究・試験等のための連携者数）※2

対象機関

共同研究等のテーマ数※2

静岡
（国研）水産研究・教
育機構（旧水研セン
ター）

10

静岡商工会議所、静岡県中小企業団体中央会、東海
大学、静岡大学、静岡県立大学、（国研）海洋研究開
発機構、（一社）海洋産業研究会、（一社）日本船舶設
計協会、民間企業、静岡市

- - - - 3
・駿河湾３Ｄマッピング計画(3/3)
・ＬＮＧ等を燃料とした次世代型漁船の開発(3/3)
・カイコを用いたクルマエビワクチン開発のFS(2/2)

20,299
（27,990）

愛知
(国研）農業・食品産
業技術総合研究機
関（農研機構）

3 愛知県農業総合試験場・田原市・農林水産省 - - - - 2
・キクの低コスト生産技術の開発と実証(3/5)
・ゲノム解析の成果を活用した花きの新品種開発(3/5)

3,732
（12,158）

愛知
（国研）産業技術総
合研究所（産総研）

7
（6）

名古屋大学、名古屋工業大学、（一財）ファインセラ
ミックスセンター、 GaN研究コンソーシアム、愛知県、
民間企業（2社）

27
7

（8）
10

10
（9）

7
（6）

・GaNパワーデバイスのプロセス技術の高度化(3/5)
・GaN-LEDの微細プロセス技術の開発(3/5)
・機能複合プロセス技術の開発(3/5)
・GaN材料を用いたMOSトランジスタのプロセス開発および特性評価
(3/5)
・GaN中にドープされたキャリアの定量的可視化に関する研究(2/2)
・他、民間企業と2テーマ

377,536
（237,061）

滋賀
（国研）国立環境研
究所

2
滋賀県（滋賀県琵琶湖環境科学研究センター等）、し
が水環境ビジネス推進フォーラム（参画企業、大学、
団体等）

20
（16）

0
12
（9）

8
（7）

7

・生態系保全に向けた物質循環に関する研究(2/5)
・健全な水環境保全のための水質・湖底環境に関する研究(2/5)
・水草の管理による生態系再生に向けた研究(2/5)
・沿岸帯の再生に関する研究(2/5)
・在来魚保全に向けた水系の再生に関する研究(2/5)
・湖沼の生態系の評価と管理・再生に関する研究(2/5)
・在来魚介類の資源回復のための実証的放流実験及び再生産回復調
査研究(3/5)

91,571
（91,055）

京都
（国研）情報通信研
究機構（NICT）

17

関西文化学術研究都市推進機構、奈良県、大阪府、
京都府、精華町、京都大学、奈良県立医科大学、同
志社大学、奈良交通㈱、㈱島津アドコム、シスコシス
テムズ合同会社、アドリンク㈱、㈱けいはんな、オムロ
ンイノベーションセンター、島津製作所、サントリーグ
ローバルリサーチセンター、金融機関

- - - - 2

・スマートモビリティに関する端末間通信ネットワークに関する研究
(3/10)
・リサーチコンプレックスに関する異分野融合による超快適スマート社
会の創出に関する研究(4/5)

20,020
（53,920）

京都
（国研）理化学研究
所（理研）

8
京都教育大学、奈良先端科学技術大学院大学、NPO
法人架け橋mirai、京都府、京都産業21、木津川市、
精華町、（公財）国際高等研究所（IIAS）

- - - - 3

・ATRにて人の日常生活行動中の様々なセンサデータと脳情報を統合
的に解析する手法の研究開発などＡＴＲにおいて、ＡＩＰセンター非常勤
の研究室主宰者による防災や脳情報統合解析、計算脳ダイナミクスに
関する研究（2/5）
・ＡＩによる知識獲得に関する研究を活用して利用者の嗜好適合した情
報をリアルタイムに提供する観光情報解析（2/5）
・国際高等研究所において、ＡＩＰセンター非常勤の研究室主宰者によ
る人工知能倫理・社会に関する研究（2/5）

3

平成30年度次世代地域産業推進事業において、
理化学研究所との連携（指導・助言を含む）課題と
して以下を実施。
・hMDBに基づくインテリジェント医薬品開発プラット
 フォーム提供事業
・AI識別機能を搭載したヒトiPS細胞プロセシング装
置
 の米国展開事業
・生物の名前判定ＡＩを用いた生物ビッグデータの
構築

大阪
（国研）医薬基盤・健
康・栄養研究所　国
立健康・栄養研究所

5
（4）

厚生労働省、大阪府、吹田市、摂津市、（国研）国立
循環器病研究センター

0 0 0 0 - - - 2

大阪府との連携事業を実施
①保健指導プログラム開発等（1年目）
②健康産業創出支援システム構築事業（3
年目）

12
（11）

52,615
（103,093）

1
・自動運転技術

0 0
12

（11）
7

（9）

・楽器の音響解析技術（1/1）
・音声信号の性質分析技術（1/1）
・レーザ表面処理技術（1/1）
・精密切断加工技術（1/1）
・エマルション構造解析技術（1/1）
・機能性食品の評価技術(1/1)
・ナノ材料製造・機能制御技術（2/3）
・スマートテキスタイル開発（2/3）
・革新的表面処理（高耐久化）技術（2/3）
・防草シートの劣化メカニズム(1/1)
・フラッシュランプによる表面処理技術(1/1)
・抗菌インプラントの研究 (1/1)
・資材の耐候性評価技術(1/1)

福井
（国研）産業技術総
合研究所（産総研）

3
福井県工業技術センター、（公財）ふくい産業支援セン
ター、福井県（「ふくいオープンイノベーション推進機
構」構成機関の一部）



連携者数
（H29の数値
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場合のみ記入）

連携先
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職員
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（H29の予算額

※変化がある場合のみ記入）
※単位：千円

数 内容

移転先の職員配置数※2
（H29の数値の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他

移転
地域

移転機関の連携者数
（共同研究・試験等のための連携者数）※2

対象機関

共同研究等のテーマ数※2

兵庫
（国研）理化学研究
所（理研）

12

神戸リサーチコンプレックス幹事会構成機関（兵庫
県、神戸市、阪急阪神ホールディングス株式会社、株
式会社三井住友銀行、シスメックス株式会社、塩野義
製薬株式会社、日本電気株式会社、神戸大学、兵庫
県立大学、京都大学）、神戸リサーチコンプレックス参
画機関、関西健康・医療創生会議

5
（4）

2
（1）

3 0 - - - 3

・神戸リサーチコンプレックスのプロジェク
トの充実を図るための支援
・オープン・イノベーション・プラットフォーム
の構築等の環境整備を検討
・異分野、異業種の連携を図る関西におけ
る新たな共同研究の在り方を検討

鳥取
（国研）農業・食品産
業技術総合研究機
構（農研機構）

5
鳥取県、鳥取県園芸試験場、農林水産省、鳥取大
学、JA全農とっとり

0 0 0 0 1 「盆前に収穫でき、黒星病に強い梨品種」の育種(2/-)
4,130

（7,400）

島根
（国研）農業・食品産
業技術総合研究機
構（農研機構）

7
大田市、JA等各種団体等、農林水産省、島根県、島
根県畜産技術センター、島根県中山間地域研究セン
ター、島根県農林振興センター等

9 8 1 0 2
・短期肥育技術の開発に係る研究(3/5)
・水田里山放牧に係る研究(2/3)

40,930
（57,430）

広島
（国研）理化学研究
所（理研）

3
広島県（県立総合技術研究所を含む）、東広島市、広
島大学

7
（3）

0
4

（3）
3

（0）
5

（1）

・ゲノム編集による革新的な有用細胞・生物作成技術の創出及び3D超
微細構造イメージング解析(2/5)
・清酒酵母の細胞構造に関する研究(1/2)
・先端電子顕微鏡を用いた新たな放射線障害解析手法の開発(1/3)
・米粒の先端計測ビックデータと深層学習・機械学習を利用する米一粒
ごとの食味を判別する技術の開発(1/1)
・神経変性惹起過程におけるタンパク質凝集体形成とRNA動態制御と
のリアルタイム相関イメージングおよびその制御機構解明(1/1)

1
理化学研究所広島大学共同研究拠点を
開設（H29年度～）

広島
（独）酒類総合研究
所

18
（12）

広島県、東広島市、広島大学、広島中央サイエンス
パーク立地企業・研究機関、（公社）東広島市観光協
会、広島県立西条農業高校、福山大学、西條酒造協
会、ほか広島県内の団体等10団体

45
（43）

40
（37）

5
（6）

0
10
（7）

・遺伝子組み換えによるタンパク質生産(１テーマ)（1/1）
・醸造微生物に関する研究(1テーマ3テーマ)（1/1）
・酒類原料に関する研究(1テーマ3テーマ)（1/1）
・アルコールの健康・生体への影響の解析(4テーマ)（1/1）

700

6 0 2 4

山口
（国研）水産研究・教
育機構（旧水研セン
ター）

10

山口県、下関市、山口県漁業協同組合、山口県以東
機船底曳網漁業協同組合、下関中央魚市場(株)、下
関唐戸魚市場(株)、下関水産物卸売協同組合、唐戸
魚市場仲卸協同組合、山口県水産加工業連合会、山
口県蒲鉾組合連合会

2
（1）

2
（1）

0 0 3
・漁業経営に関する共同研究(2/5)
・水産物高付加価値化に関する共同研究(2/5)
・地域資源を活用した地方創生に関する共同研究(2/5)

15,000 1

水産総合研究センター（当時）と水産大学
校との統合効果を発揮させるために機構
に設置された山口連携室を共同研究の拠
点として活用

山口
防衛装備庁艦艇装
備研究所

3 山口県、岩国市、高等教育機関 0 0 0 0 - 研究協力の在り方を検討中（R3年度から施設運用開始） -

香川
（国研）農業・食品産
業技術総合研究機
構（農研機構）

2 農林水産省、香川県 0 0 0 0
3

（2）

・四国拠点整備（事前調査パイプハウス等）(2/3)
・H28補正プロ「低コスト園芸ハウスの開発と機能向上」等の取組(2/3)
・アスパラガスの成分分析および有用成分探索(1/1)

87,191
（19,080）

1
連携会議（11月）を開催し、共同研究内
容、拠点整備計画等を確認

高知
（国研）海洋研究開
発機構（JAMSTEC）

2 高知大学、高知県 - - - - 1
海洋資源調査委託業務(1/1)
※昨年度も同様の業務を単年度で実施

2,686
（2,886）

1
人材育成のためのアウトリーチ活動
(文部科学省指定の高知県立高知小津高
校SSH事業との連携)

福岡
（福岡市）

（国研）理化学研究
所（理研）

3
（2）

福岡市、九州大学、公益財団法人九州先端科学技術
研究所

- - - - 2
・光学材料におけるエネルギー変換に関する共同研究(2/5)
・次世代精密加工による機能性表面・界面創成技術に関する共同研究
(2/5)

5
(4)

・「衛星データ解析技術研究会」（会員数49
（H31.3末））を全18回開催し、共同研究の
成果を情報提供。
・県内学校での宇宙を素材にした授業や
体験活動等を全18回実施（※）任期付職員については、JAXAから設備運用業務

を受託している（一財）リモート・センシング技術センター
（RESTEC）の職員2名（常駐）であり、JAXA職員ではな
い。

33,900
（19,800）

2

・衛星ビッグデータを活用した里山黄金郷創出事業～竹林から～（先進
的な宇宙利用モデル実証プロジェクト：内閣府）(1/1)
・衛星データ解析の基本ソフト実装(1/1)
・衛星リモートセンシング技術の応用研究(2/-)
・アルゴリズムの研究開発（防災分野（土砂災害・浸水害））(3/3)
・衛星データ解析基盤データ、ソフトウェア等の実装(1/1)
・衛星・地上データによるバイオマス資源の地産地消で儲かる林業（衛
星データ統合活用実証事業：経産省）(1/1)
・衛星データによる漁業操業ナレッジベース構築と支援サービス事業
（先進的な宇宙利用モデル実証プロジェクト：内閣府）(1/1)

山口
（国研）宇宙航空研
究開発機構（JAXA）

9

山口県、山口大学、（地独）山口県産業技術センター、
（一財）宇宙システム開発利用推進機構、（一財）リ
モートセンシング技術センター、（一社）山口県情報産
業協会、（一社）やまぐちＧＩＳひろば、ＪＡＸＡ宇宙教育
センター、ＮＰＯ法人子ども・宇宙・未来の会



連携者数
（H29の数値

※変化がある
場合のみ記入）

連携先
（H29から無くなった連携先は青字）
（H30から増えた連携者先は赤字）

人数
正規
職員

任期付
職員

非常駐
職員
※3

テーマ数
（H29の数値

※変化がある
場合のみ記入）

内容
（H29で終了となったテーマは青字）

（H30からの新規テーマは赤字）
（各テーマの後ろに「該当年/研究期間（年数）」を表示）

合計予算額
（H29の予算額

※変化がある場合のみ記入）
※単位：千円

数 内容

移転先の職員配置数※2
（H29の数値の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他

移転
地域

移転機関の連携者数
（共同研究・試験等のための連携者数）※2

対象機関

共同研究等のテーマ数※2

福岡
（久留米

市）

（国研）理化学研究
所（理研）

8
（株）久留米リサーチ・パーク、福岡県、久留米市、九
州大学、久留米大学、九州工業大学、NSマテリアル
ズ(株)、(株)ボナック

0 0 0 0 2
・革新的な機能性食品の開発に関する共同研究(3/5)
・革新的医薬品等に関する共同研究(3/5)

10,919
（20,412）

佐賀
（国研）医薬基盤・健
康・栄養研究所

4
玄海町、佐賀県、薬用植物資源研究センター、玄海町
薬用植物栽培研究所

- - - - - - - 1
玄海町薬用植物栽培研究所への栽培指
導等

209
(195)

213
（191）

85
（80）

81
（75）

47
（36）

97
(84)

1,130,806
(1,105,198)

19

（備考）
※1：モニタリング指標とは、第1回目の有識者懇談会において決定された、今後、研究機関・研修機関等をフォローアップしていくための指標
※2：「共同研究等のテーマ数」、「移転機関の連携者数（共同研究・試験等のための連携者数）」、「移転先の職員配置数」、「その他」については、平成28年度から継続しているものも記入。
　　　例えば、平成28年度に開始した共同研究が平成29年度も継続している場合は記入。
※3：兼任や併任、クロスアポイントメントなどの勤務形態を持つ者
※政府関係機関移転基本方針（平成28年３月22日決定）（年次プラン）において位置付けられていない場合、または位置付けられているが実施予定年に至っていない場合は「-」と記載。

福岡
（国研）産業技術総
合研究所（産総研）

5
福岡県、糸島市、九州大学水素材料先端科学研究セ
ンター、琉球大学、福岡大学

13
（12）

4 6
3

（2）
4

・鉄鋼材料の種々のスケールでの硬さ試験（2/4）
・析出強化剤の低ひずみ速度引張（SSRT）（2/4）
・アルミ合金中での水素存在状態に関する実験（2/4）
・有限要素法を用いた水素拡散―弾塑性連成解析（2/4）

・ナノ・メソ・マクロ解析による水素脆化の基本メカニズム解明（3/4）

・水素脆化現象のマルチスケール解析　（3/4）
※H29の「鉄鋼材料の種々のスケールでの硬さ試験」と「アルミ合金中での水素存在
状態に関する実験」の後継の研究

・シミュレーションによる水素拡散・力学解析（3/4）
※H29の「有限要素法を用いた水素拡散―弾塑性連成解」の後継の研究

・水素脆化に与える結晶組織形態の影響（3/4）
※H29の「アルミ合金中での水素存在状態に関する実験」の後継の研究

50,000
（48,714）

10月より産総研-九大-民間企業による3
社共同研究を開始

合計

1



人数
研修

受講者※2
講師

引率等※2

テーマ数
（H29の数値

※変化がある場合
のみ記入）

内容
（H29で終了となったテーマは青字）

（H30からの新規テーマは赤字）
人数

正規
職員

任期付
職員

非常駐
職員※3

数 内容

秋田 （独）教職員支援機構
163

（187）
140

（157）
23

（30）
1 言語活動指導者養成研修 - - - -

富山 （独）教職員支援機構
249

（250）
197

（194）
52

（56）
1 キャリア教育指導者養成研修（第１回、第２回） - - - -

富山
（独）医薬品医療機器
総合機構（PMDA）

100
（59）

63
（46）

37
（13）

4
（2）

・海外の薬事行政官を対象とした医薬品審査研修
・医薬品の製造管理等に関する研修（JICA研修プロ
グラムの一部）
・ロシアＧＭＰ当局に対する視察研修
・アジアを中心とする薬事行政官を対象とした品質
管理（漢方）研修

6 0 1 5 1
・富山県内で開催される講演会や研修会に
PMDA職員が講師として参加

石川
(独)国立美術館　東京
国立近代美術館工芸
館

- － － - - 0 0 0 0 4

連携事業（特別展）の開催
・近代工芸のススメ
　会場：石川県輪島漆芸美術館（輪島市）
　会期：7月21日～9月3日
・か・た・ちをめぐる冒険
　会場：小松市立本陣記念美術館（小松市）
　会期：9月29日～11月18日
・「茶の湯の道具　Modern&Classic」
　会場：金沢市立中村記念美術館（金沢市）
　会期：10月26日～12月9日
・東京国立近代美術館工芸館名品展
　「いろどりとすがた」
　会場：石川県立美術館（金沢市）
　会期：11月24日～12月24日

福井 （独）教職員支援機構
184

（192）
174

（182）
10 1 小学校における外国語教育指導者養成研修 - - - -

山梨 森林技術総合研修所
46

（49）
37

（38）
9

（11）
2

・森林調査研修
・森林立地研修
・森林計画（森林調査・計画策定）研修
・森林計画（森林立地・施業技術）研修

- - - -

長野 自衛隊体育学校
0

（57）
0

（43）
0

（14）
0

（2）
・レスリングチームの合宿
・水泳チームの合宿

- - - -

     研修機関等のモニタリング指標によるフォローアップ調査※1
（平成30年度分（平成30年4月1日～平成31年3月31日までの分））

移転
地域

対象機関

研修の参加人数
（H29の数値

※変化がある場合のみ記入）
研修等のテーマ数※2

移転先の職員配置数※2
（H29の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他



人数
研修

受講者※2
講師

引率等※2

テーマ数
（H29の数値

※変化がある場合
のみ記入）

内容
（H29で終了となったテーマは青字）

（H30からの新規テーマは赤字）
人数

正規
職員

任期付
職員

非常駐
職員※3

数 内容

移転
地域

対象機関

研修の参加人数
（H29の数値

※変化がある場合のみ記入）
研修等のテーマ数※2

移転先の職員配置数※2
（H29の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他

岐阜
(国研）宇宙航空研究
開発機構（JAXA）

65
（49）

42
（36）

23
（13）

1 宇宙工学講座 - - - - 8

宇宙飛行士とのライブ交信イベント及び講演会開催、
缶サット甲子園中部東海地方大会審査、はやぶさ2講
演会開催、岐阜県宇宙産業進出支援セミナーによる講
演会開催、パブリックビューイング開催、全国人工衛
星・探査機模型製作コンテストの審査、特別講演会開
催、かかみがはら航空宇宙科学博物館リニューアルに
伴う展示協力・映像等提供および各種助言等の協力

岐阜 森林技術総合研修所
35

（39）
23

（24）
12

（15）
1 研修企画運営実務（先進事例学習）研修 - - - -

三重 （独）教職員支援機構
156

（155）
116

（121）
40

（34）
1

・外国人生徒児童生徒等に対する日本語指導指導
者養成研修

- - - - 1

講座講師による、実践先進校での研修会

【開催日】
　5月13日、18日
【場　所】
　四日市市立笹川東小学校
　四日市市立笹川西小学校
【講師】
　東京学芸大学　齋藤　ひろみ教授
【内容】
　授業を参観しての指導と講義、演習
【受講者数】
　教職員46名（概数）

鳥取
（独）高齢・障害・求職
者雇用支援機構

0 0 0 0
5

（0）
1

（0）
0

4
（0）

3

（平成30年度以降に、3分野の職業能力の体系整備、
職業訓練の体系整備及び教材開発に取組む⇒H30～
H32：自動車分野、H33～H35：航空機分野、H36～
H38：医療機器分野）

島根
（独）国際協力機構
（JICA）

25
（75）

10
（56）

15
（19）

1
（3）

・ブータン全国総合開発計画プロジェクト研修の実施
（第1回、第2回）
・アジア、アフリカ等の行政関係者を対象とした国土
開発研修
・ブータンの行政関係者を対象とした海士町研修

- - - - 1
・青年研修にかかるブータンでの研修成果
発現状況調査

岡山 森林技術総合研修所
31

（44）
12

（23）
19

（21）
1 ・木材産業・木材利用（先進事例学習）研修 - - - -

岡山 自衛隊体育学校
29

（22）
23

（16）
6 2

・女子ラグビーの合宿
・陸上競技（競歩・中長距離）の合宿

- - - -



人数
研修

受講者※2
講師

引率等※2

テーマ数
（H29の数値

※変化がある場合
のみ記入）

内容
（H29で終了となったテーマは青字）

（H30からの新規テーマは赤字）
人数

正規
職員

任期付
職員

非常駐
職員※3

数 内容

移転
地域

対象機関

研修の参加人数
（H29の数値

※変化がある場合のみ記入）
研修等のテーマ数※2

移転先の職員配置数※2
（H29の数値

※変化がある場合のみ記入）
その他

愛媛
（国研）海上・港湾・航
空技術研究所（海上
技術安全研究所）

303
（309）

198
（227）

105
（82）

4

・人材育成推進員研修
・初任技能コース
・専門技能コース
・技術コース

0 0 0 0 2
・技能検定（造船溶接）：20人受検
・技能コンクール（配管）：12人参加

福岡 環境調査研修所
120

（124）
62

（49）
58

（75）
2

・廃棄物・リサイクル専攻別研修
・国際環境協力基本研修

8
（12）

6
（7）

0
2

（5）

熊本 環境調査研修所
65

（86）
37

（52）
28

（34）
2

・環境問題史研修（もやい直し―水俣の経験から学
ぶ地域再生－）
・環境問題史研修（教訓）

6 3 0 3

大分 （独）国際交流基金
205

（197）
156

（135）
49

（62）
2

・日本語パートナーズ事業（派遣前研修）
・日本語パートナーズ事業（カウンターパート研修）

0 0 0 0 1

・ASEANとの交流促進に向けたセミナーの開催
　日　 時：平成31年2月26日（火）
　　　　　　 13：00～17：00
　場　 所：コンパルホール
　参加者：海外展開や外国人雇用を検討する
　　　　　　 県内企業（69名）
　主　 催：大分県アジアビジネス研究会
　　　　　　 おおいたASEAN交流促進協議会
　共　 催：別府市
　プログラム：
　講演１「ASEAN3ヵ国における日本企業の技術・
　　　　　　ノウハウ等が活かせるビジネスチャンス」
　講演２ 「在留資格創設等を踏まえた外国人材の活用」

1,776
（1,894）

1,290
（1,399）

486
（495）

26
（28）

25
（24）

10 1 14
（13）

21

（備考）
※1：モニタリング指標とは、第1回目の有識者懇談会において決定された、今後、研究機関・研修機関等をフォローアップしていくための指標
※2：「研修等のテーマ数」、「研修の参加人数（受講者及び講師・引率等）」、「その他」については、平成28年度から継続しているものも記入
　　　例えば、平成28年度に開始した研修を、平成29年度も継続して行っている場合は記入
※3：兼任や併任、クロスアポイントメントなどの勤務形態を持つ者
※：政府関係機関移転基本方針（平成28年３月22日決定）（年次プラン）において位置付けられていない場合、または位置付けられているが実施予定年に
　　至っていない場合は「-」と記載。

合計
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